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序     文 
 

バングラデシュ人民共和国では、都市への人口集中や市街地の拡大が急速に進んでおり、それに伴

い、都市における廃棄物、大気汚染、スラム拡大等、悪化する都市環境への対応が緊急の課題となっ

ています。とりわけ、バングラデシュの首都であるダッカ市は、人口が1,200 万人（ダッカ首都圏）

を超えており、人口急増と経済発展によりますます増大する廃棄物の管理が大きな社会的課題となっ

ています。 

日本国政府は、バングラデシュ人民共和国政府の要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（JICA）

を通じて、2003年から2006年にかけて「ダッカ市廃棄物管理計画調査」を実施し、同国の首都ダッカ

市における廃棄物管理の改善に必要な計画策定及び提言を行うとともに、2015年を目標年次とした「ク

リーンダッカ・マスタープラン（Clean Dhaka Master Plan、M/P）」を策定しました。このM/Pに基づき、

ダッカ首都圏の廃棄物管理を担うダッカ市役所（DCC）は、廃棄物管理改善の取り組みを進めてきま

したが、専門的知見、経験等の不足により十分な改善は達成されておりません。 

このような状況からDCCは、廃棄物管理分野の専門家派遣による技術協力プロジェクトを、バング

ラデシュ人民共和国政府を通じて要請し、これを受けてJICAは、2006年10月、長 英一郎バングラデ

シュ事務所次長を団長とする事前調査団を派遣し、調査結果を受けて2006年12月に両政府間で討議議

事録（R/D）の署名が取り交わされ、2007年2月よりプロジェクトが開始されました。 

今般JICAは、これまでの活動実績を整理し現時点までの進捗状況について評価を行うため、国際協

力専門員 吉田充夫を日本側の総括とし、バングラデシュ人民共和国側関係機関との協同作業により中

間評価調査を2008年10月26日から11月13日まで実施しました。同調査団での協議内容は合同評価報告

書にまとめられ、11月13日、合同評価報告書を添付した協議議事録（M/M）をDCCと署名交換しまし

た。 

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって多く

の関係者に広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、在バングラデシュ人民共和国日本

国大使館など、内外関係各機関のかたがたに深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお

願いする次第です。 

 

平成20年11月 

独立行政法人国際協力機構 

 

バングラデシュ事務所長 萱島 信子 
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中間レビュー結果要約表 

１．案件の概要 

国名：バングラデシュ人民共和国 案件名：ダッカ市廃棄物管理強化プロジェクト 

分野：廃棄物管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：バングラデシュ事務所 協力金額（評価時点）：2億9,000万円 

先方関係機関：ダッカ市役所（DCC） 協力期間 R/D締結：2006年12月11日

2007年2月～2011年2月 
日本側協力機関： 

１－１ 協力の背景と概要 

バングラデシュ人民共和国「以下、（バングラデシュ）と記す」では、都市への人口集中や市

街地の拡大が急速に進んでおり、とりわけ、首都であるダッカ市は、人口が1,200万人（ダッカ

首都圏）を超え、人口急増と経済発展によりますます増大する廃棄物の管理が大きな社会的課

題となっている。このような課題に対処するための長期的な計画策定を目的として、2003年か

ら2006年にかけてバングラデシュ国政府の要請に基づき、JICAは「ダッカ市廃棄物管理計画調

査」を実施し、同国の首都ダッカ市における廃棄物管理の改善に必要な計画策定及び提言を行

うとともに、2015年を目標年次とした「クリーンダッカ・マスタープラン（Clean Dhaka Master 

Plan、M/P）」を策定した。このM/Pに基づき、ダッカ首都圏の廃棄物管理を担うダッカ市役所

（Dhaka City Cooperation：DCC）は、廃棄物管理改善の取り組みを進めてきたが、専門的知見、

経験等の不足により十分な改善は達成されていない。このような状況からDCCは、M/Pの実現を

目的として廃棄物管理分野の専門家派遣による技術協力プロジェクトをバングラデシュ国政府

を通じて要請した。この要請に基づきJICAは、2006年10月に事前調査団を派遣し、調査結果を

受けて2006年12月に両政府間で討議議事録（Record of Discussion：R/D）の署名が取り交わされ、

2007年2月より4年間のプロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトはDCCをカウンターパート（C/P）機関とし、ダッカ市での廃棄物管理サービ

ス改善を通じ、C/Pが廃棄物管理に関する知識・技術を身につけ、持続可能な廃棄物管理実施能

力向上を支援することを目的として、2007年2月より4年間の予定で実施されている。 

（1）上位目標 

「ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施される」 

 

（2）プロジェクト目標 

「ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する」 

 

（3）アウトプット 

1）廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する 

2）住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される 

3）廃棄物収集運搬能力が向上する 

4）最終処分場が適切に運転・維持管理される 

5）廃棄物管理のための会計システムが改善される 
 
（4）投入（評価時点） 

日本側：専門家派遣8名、機材供与 約620万円、研修員受入：26名（本邦研修12名、第三国

研修14名）、ローカルコスト負担：約1,100万円 



 

バングラデシュ側：C/P配置117名、施設：専門家執務スペース、ローカルコスト負担：（廃

棄物管理全般にかかる費用として）約2,800万タカ（2007/2008年度） 

２．評価調査団の概要 

調査者： 担当分野 氏 名 所 属 

 総括/廃棄物管理 吉田 充夫 JICA国際協力専門員 

 社会配慮 三宅 博之 北九州市立大学 法学部教授 

 環境管理 加納 大道 
JICA地球環境部 環境管理グループ 

環境管理第一課職員 

 協力企画 廣澤 仁 JICAバングラデシュ事務所 所員 

 評価分析 森 正蔵 株式会社日水コン 海外事業部技術部

調査期間：2008年10月26日～11月13日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（各成果の達成度） 

成果1：廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する 

プロジェクト終了までに、成果１は達成されることが見込まれるが、DCCによる廃棄物管理

局（Waste Management Department：WMD）への人員配置が遅延しており、成果が確実に達成さ

れるため、またWMDの自立発展性を確保するためには、人員配置を迅速に行うことが重要であ

る。また、WMDの設立及びWMDへの人員配置の遅延並びに専門家チーム、カウンターパート

（C/P）共にそれらに多くの時間・労力を費やさざるを得なかったためにいくつかの活動につい

て後れがみられた。 

 

成果2：住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される 

成果2はこれまでに部分的に達成されており、プロジェクト終了までには全般的に達成される

ことが見込まれる。一方でプロジェクト後半にワード・ベースド・アプローチ（Ward-based 

Approach：WBA）の普及を更に促進させ、また1次収集業者を含めた各活動のモニタリングシス

テムを改善するために「ワード廃棄物管理ガイドライン」を可能な限り早急に改訂することが

重要である。 

本成果において特に重視していたWBA導入についての清掃監督官（CI）の能力はおおむね順

調に向上している。プロジェクトで支援したワードにおけるCIは各ワードの廃棄物管理におけ

るステークホルダー（1次収集業者、コミュニティ及びDCC）間の調整者としての役割を果たし

つつあり、何名かのCIは住民からの苦情処理に加えて、担当ワードの廃棄物管理の改善にかか

る提案などを行っている。今後はCIの継続的な取り組み、コミュニティの参加状況等のモニタ

リングや促進を通じて自立発展性の向上を図っていく必要がある。 

 

成果3：廃棄物収集運搬能力が向上する 

WBAのコンポーネントのなかで各ワードにおける収集改善が本成果に関連しておりWBAの

普及を通じて一定程度の能力の向上が見られる。確実に成果を達成するために、現在暫定的に

配置されているC/Pの意識向上を図り、また、WMDの人員配置を速やかに進め、かつプロジェ

クト後半において実施される予定の環境プログラム無償「ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計

画」を通じた廃棄物収集車両の投入及び稼動を遅滞なく行うことが重要である。併わせて適切

な収集運搬システムの実施にあたっては、特に廃棄物排出ルールの遵守に関するコミニティか

らの協力や収集車両を運転するドライバーからの協力が必要不可欠である。 



 

成果4：最終処分場が適切に運転・維持管理される 

これまで順調にマトワイル処分場を中心に最終処分場運用管理能力は改善されてきており、

プロジェクト終了までには成果4は達成されると見込まれる。マトワイル処分場については、債

務削減相当資金（Japan Debt Cancellation Fund：JDCF）を活用して、衛生埋立方式の処分場に改

修されており、衛生埋立にかかる運用管理も含めて、運用管理能力を更に向上させるために①

重機担当及び処分場管理担当職員の適切な配置、②重機不足、③浸出水の処理システムの稼動、

④トラックスケールの適切な運用といった課題を解決していく必要がある。また、同じくJDCF

を活用して新規建設が予定されているアミン・バザール処分場については、環境配慮などの課

題を早急に解決して建設に取りかかることが必要である。 

 

成果5：廃棄物管理のための会計システムが改善される 

プロジェクトにより廃棄物管理についての会計システムが導入され、また予算管理・支出管

理の概念や手法について専門家から技術移転が行われてきたことから、財務管理能力は向上し

ており、プロジェクト終了時までに成果5の達成がほぼ見込まれる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトが対象としているダッカ市では、前述のように都市人口の急増などによ

り大量の廃棄物が発生し、一方でDCCの収集・運搬を中心とした廃棄物管理能力が十分で

ないために、廃棄物が散乱している地域が市内で多く見られる。最近ではダッカ市住民の

廃棄物管理に関する意識が少しずつであるが高まりつつあり、適切な管理へのニーズも高

まってきていることから、廃棄物管理に関する技術協力へのDCCのニーズは極めて高い。

また、バングラデシュ国政府の貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）

では「環境と持続的開発」が支援戦略に、「衛生と安全の水」が戦略的課題にそれぞれ位置

づけられており、また、同国の政策上の妥当性は高いといえる。 

また、対バングラデシュ国のJICA国別事業実施計画では援助重点分野「社会開発と人間

の安全保障」の中の「都市環境対策」プログラムに廃棄物管理が含まれており、本プロジ

ェクトはわが国の援助政策との整合性も確保している。 

 

（2）有効性 

現時点までの進捗度を考慮すると、WMDへの人員配置が迅速かつ適切に行われ、各成果

についての能力開発が行われれば、プロジェクトの終了時点までに、達成可能と見込まれ

る。 

また、本プロジェクト目標にある「ダッカ市における廃棄物管理サービス」は主に成果2

及び3に関連する廃棄物の収集・運搬並びに成果4の最終処分場管理から構成されており、

それらのサービスをより適切に提供するための土台として成果1のDCCの組織としての管

理・調整能力及び成果5の「会計システムの改善」の向上が必要不可欠であることから、す

べての成果がプロジェクト目標の達成に密接に関連しているといえる。 

 

（3）効率性 

日本側の投入は専門家派遣、研修員受入れ、機材供与、及びプロジェクト活動費に関し

ては、おおむね計画どおり投入が実施されたといえる。特に日本におけるC/P研修は効果的

であり、C/Pの意欲、士気を高め知識･技術レベルの向上に大きく役立っている。 

バングラデシュ側の投入については、100名を超えるC/Pが日本側専門家とともに活動を

展開しているが、一方で、WMD設立及びそれに伴う職員の配置等のために多くの関係省庁



 

及びDCC内関係機関との調整・交渉が必要となりC/Pの一部がそれらの業務に時間を割かざ

るをえない状況となっている。それらはWMDの設立は外部条件に設定されているものの、

C/Pの効率的な活動に一定程度影響を与える結果となっている。 

 

（4）インパクト 

長期的な計画（M/P）のもとに、プロジェクト目標及び上位目標が設定されていることか

ら、プロジェクト目標の達成及びそれから派生したインパクトにより上位目標が達成され

る見込みは高いといえる。 

また、正のインパクトとして、現場レベルでの作業環境改善が進み、一般住民の「廃棄

物管理は汚い仕事」という認識が少しずつ変わりつつあり、それに伴ってWMD職員が廃棄

物管理業務に対してより意欲的に取り組み始める、業務にプライドを持ち始めるといった

好事例がみられることが挙げられる。なお、現時点では本プロジェクトによる負のインパ

クトは確認されていない。 

 

（5）自立発展性 

WMD設立から日が浅く、職員の正式な配置がいまだ十分に進んでいない現時点では、

個々のC/Pの能力及びモチベーションはプロジェクトの実施によって高まっているものの、

DCCが組織全体で自立発展的に廃棄物管理業務を実施・展開していく環境は十分に整って

いない。一方で自立発展性の確保に寄与する点として、①市長に承認されたWMDのディレ

クティブが今後も維持されるであろうこと、②各種のマニュアルやガイドラインの作成・

共有、③DCCの歳入増、④WBAの概念や内容がC/P及び対象地域のコミュニティに浸透しつ

つあることが挙げられる。 

 

３－３ 結 論 

プロジェクト前半期間は多くの時間・労力を前提条件であるWMDの承認に要したため、若干

プロジェクトの活動に遅延がみられ、中間レビュー調査以降は、設立されたWMDの組織強化を

図り、新たな組織において、関係者間でプロジェクト目標等を迅速に共有し、活動を実施して

いく必要がある。 

一方で、既に着実な成果が発現している部分もあり、後半期間において、今後設定された5つ

の成果にかかる能力が順調に強化されることにより、おおむねプロジェクト目標「ダッカ市の

廃棄物管理サービスが向上する」はプロジェクト終了までに達成されると見込まれる。 

 

３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）WMD全体の能力強化 

2008年10月にWMDが正式に設立されたものの、必要な人員の未配置、廃棄物管理にかか

る一部業務が他の部局から移管されていない、といった課題が多く残されている。プロジ

ェクトの目標を達成し、かつWMDがダッカ市の廃棄物管理全体を効果的に実施していくた

めには、DCCが必要な体制整備を早急に行うことが必要であり、プロジェクト後半に向け

ての最重要課題である。 

 

（2）住民参加型廃棄物管理について 

住民参加型廃棄物管理及びWBAはダッカ市の廃棄物管理を改善し、Clean Dhakaを達成す

るための鍵となる概念であり、今後もプロジェクトにおいて普及・拡大を推進していくべ

きである。 

 



 

（3）今後解決すべき課題の認識 

プロジェクトで解決すべき課題はいくつかあるが、特に以下の点について今後プロジェ

クトで取り組むべき重要課題として認識していくことが必要である。 

・1次収集業者（PCSP）を中心とした1次収集と2次収集のより効果的な連携 

・ワークショップでの車両維持管理技術レベルの向上 

・ダッカ市全域をカバーするための2次収集業務の業務計画の検討 

 

（4）最終処分場運営管理能力の更なる向上 

プロジェクトによりマトワイル処分場において圧縮、覆土や方面防護等、衛生的に埋立

を行うための処分場管理能力は向上したといえる。一方で、更に管理能力を向上させるた

めに、即日覆土と浸出水対策を徹底すること、環境モニタリングを継続的に行うこと、ウ

ェストピッカー等への社会的な配慮も行うことなどが必要である。 

 

（5）財務管理能力の更なる向上 

プロジェクト開始時は財務管理についてはほぼ行われていなかったに等しい水準であっ

たが、関係部署からのヒアリングに基づく年度ごとの廃棄物管理全般にかかる必要経費の

産出、積み上げ方式による予算計画の策定等、基礎的な財務管理能力の向上がみられる。

今後はこの制度の定着を図るとともに、支出管理及び分析、収入増の方策の検討等が必要

である。 

 

（6）PDM及び年間行動計画に基づいたプロジェクト運営 

プロジェクトはJICA、DCC及び専門家チームが協働で作成したプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）及び年間行動計画に基づいて運営が行われており、PDMで定められ

た目標及び指標達成のために年間行動計画を策定し、それに基づいて活動を行っているこ

とを特にDCC側のC/P全体に広く再認識してもらうことが重要である。 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 対象プログラム・プロジェクトの概要 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ国」と記す）では、都市への人口集中（増

加率5.6％/年）や市街地の拡大が急速に進んでおり、それに伴い、都市における廃棄物、大気汚染、

スラム拡大等、悪化する都市環境への対応が緊急の課題となっている。とりわけ、同国の首都で

あるダッカ市は、人口が1,200万人（ダッカ首都圏）を超えており、人口急増と経済発展によりま

すます増大する廃棄物の管理が大きな社会的課題となっている。同市では、ダッカ市役所（Dhaka 

City Corporation：DCC）が廃棄物管理を担っているが、廃棄物管理に係る実施体制の脆弱さ、計画

の欠如、機材不足、住民の衛生意識の低さ等の理由により、適切な廃棄物管理が行われてこなか

った。今後、同市が健全に発展を遂げ、住民が安全な都市生活を享受するためには、適切な廃棄

物管理を実施する必要があるとの認識から、バングラデシュ国政府は2002年、わが国に対し同市

の廃棄物管理に係る調査及び計画策定を要請した。 

それを受け、JICAは開発調査（ダッカ市廃棄物管理計画調査、2003年11月～2006年3月）を実施

し、2015年を目標年次とした「クリーンダッカ・マスタープラン（Clean Dhaka Master Plan）」（以

下、「M/P」と記す）が策定された。 

開発調査終了後、DCCはM/Pの提言に対して、ローカルNGOとの連携による医療廃棄物の収集処

理事業も含めて、独自の取り組みを積極的に推進してきた。また、JICAは開発調査終了後、既存

処分場管理・改善に係るフォローアップ協力（技術支援、2006年）、債務削減相当資金（Japan Debt 

Cancellation Fund：JDCF）を使った既存処分場への衛生埋立方式の導入及び処分場の拡張（2006

年～）、住民意識向上と住民参加型収集活動の普及を目的とした環境教育分野の青年海外協力隊

（JOCV）の配置（2006年～）等DCCの取り組みに対する補足支援を行ってきた。 

しかしながら、M/Pで提案されている内容を実現するためには、廃棄物収集・運搬を中心に数多

くの技術面・マネジメント面の課題が残されており、また、廃棄物管理に携わるDCC職員は、取

り組み意欲はあるものの、基本的な計画策定及び実施能力や経験がいまだ十分とはいえない状況

にあった。そのため、DCCはM/Pを段階的かつ確実に実現し、同市における効果的な廃棄物管理体

制を確立するためには、DCC職員が各課題を解決する能力や技術を習得するための支援が必要で

あると判断し、バングラデシュ国中央政府を通じ、わが国に対し技術協力プロジェクトを要請し

た。この要請に基づき、JICAは2006年10月に事前調査を実施し、2006年12月に討議議事録（Record 

of Discussion：R/D）の署名を行った。 

本プロジェクトはDCCをカウンターパート（C/P）機関とし、DCC職員が廃棄物管理に係る課題

を解決する能力・技術を身につけ、ダッカ市内における効果的な廃棄物管理体制を構築すること

への支援を目的として2007年2月より4年間の予定で協力が実施されている。 

協力開始から約1年半を迎えた今般、2011年2月の活動期間終了に向けて、これまでの活動実績

を評価するとともに、プロジェクト目標を達成するために必要な提言を抽出することを目的に中

間レビューを実施した。 

 

１－２ 中間レビューの目的 

（1）プロジェクトの進捗（投入実績、活動実績、計画達成度等）を、プロジェクトの内容につ

いて定めたR/D及びプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に
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基づき確認するとともに、課題と問題点の整理を行う。 

（2）JICA事業評価ガイドラインに基づき、5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性）の観点から評価を実施し、プロジェクトが順調に成果発現に向けて実施されている

かを検証する。 

（3）（1）及び（2）の検討結果及びバングラデシュ国側との協議に基づき必要に応じPDMの修正

を行う。 

（4）上記の調査結果に基づき、今後の活動計画に関する提言を行う。 

 

１－３ レビューチーム構成 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所  属 

総括/廃棄物管理 吉田 充夫 JICA国際協力専門員 

社会配慮 三宅 博之 北九州市立大学 法学部教授 

環境管理 加納 大道 JICA地球環境部 環境管理グループ環境管理第一課職員

協力企画 廣澤 仁 JICAバングラデシュ事務所 所員 

評価分析 森 正蔵 株式会社日水コン 海外事業部技術部 

 

（2）バングラデシュ側 

Mr. Md. Delwar Hossain 合同調整委員会メンバー 

Senior Assistant Secretary, Local Government Division, 

Ministry of Local Government, Rural Development and 

Co-operatives 

Commander M.R. Chowdhury プロジェクトマネージャー 

Chief Waste Management Officer, WMD, DCC 

Dr. Tariq Bin Yousuf C/P（最終処分場グループリーダー） 

Executive Engineer, Engineering Division 

Mr. Abul Hasnat Md. Ashraful Alam C/P（収集・運搬グループリーダー） 

Assistant Engineer, Mechanical Division-1 

 

１－４ 調査日程 

Date Activities 

26th Oct.（Sun） Arrival of One JMET Member（Mr. Mori） 

27th Oct.（Mon） 09:00 JMET: Meeting with JICA Bangladesh Office 

11:30 Confirmation of the Process of Joint Evaluation with Two DCC 

Evaluators（in presence of C/Ps and JET） 

28th Oct.（Tue） Analysis of Results of the Questionnaire Survey for Preparing for Interviews 

29th Oct.（Wed） 12:00 Group Interview to JET Members staying in Bangladesh 

（Group interview to JET Members staying in Japan was conducted in Japan 

on October 23） 
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30th Oct.（Thu） 11:00 Group Interview to C/Ps 

（group leaders and a deputy group leader） 

31st Oct.（Fri） Analysis of Results of the Questionnaire Survey for Preparing for Interviews 

1st Nov.（Sat） Preparation of 1st Draft of Joint Evaluation Report 

2nd Nov.（Sun） Preparation of 1st Draft of Joint Evaluation Report 

3rd Nov.（Mon） 11:00 Group Interview to C/Ps（Assistant Engineers） 

15:00 Visiting Amin Bazar Landfill Site 

4th Nov.（Tue） AM:   Preparation of 1st Draft of Joint Evaluation Report 

15:00 Confirmation of the Process of Joint Evaluation with LGD Evaluator 

5th Nov.（Wed） 11:00 Group Interview to C/Ps（selected CIs） 

6th Nov.（Thu） 12:00 Interview to the Chief Adviser of JET 

14:00 Joint Evaluation Meeting for Sharing Findings 

7th Nov.（Fri） Arrival of the Other Three JMET Members 

8th Nov.（Sat） AM  Meeting among JMET 

14:00 Visiting Matuail Landfill site 

15:30 Visiting Ward 33 office 

16:30 Visiting Ward 69 

9th Nov.（Sun） 08:00 JMET: Meeting with JICA Bangladesh Office 

11:30 Courtesy Call to LGD（Secretary） 

12:30 Courtesy Call to DCC（Mayer, CEO） 

15:00 Courtesy Call to ERD（Deputy secretary） 

16:15 Visiting Ward 69 and Ward 63 to See New Waste Collection（WBA4） 

10th Nov.（Mon） 08:00 Visitng Ward 44 to see New Waste Collection（WBA4） 

09:00 Joint Evaluation Meeting for Revision of the 1st Draft report 

11th Nov.（Tue） 15:00 Joint Evaluation Meeting for Finalizing the Draft report 

12th Nov.（Wed） 11:00 Wrap-up Meeting among Joint Evaluation Team and Project 

Members（C/Ps and JET） 

15:00 Report to Mayer of DCC（Presentation to Media） 

15:00 Ward 75 Office Opening Ceremony 

13th Nov.（Thu） 08:00 JMET: Report to JICA 

10:00 JMET: Report to EOJ 

13:40 Departure of JMET 
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第２章 評価手法 
 

本レビューは、「JICA事業評価ガイドライン」（2004年1月：改訂版）、（以下「ガイドライン」）

に基づき、PDMを用いた評価手法に則って実施された。ガイドラインによる評価は、①PDMに基

づく評価のデザイン、②プロジェクトの実績・投入を中心とした必要情報・データの収集、③プ

ロジェクトの実績と現状及び「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の「評

価5項目」の観点からの収集情報・データの分析・評価、④PDMの修正、⑤分析結果からの提言･

教訓の導出及び報告という流れからなっている。 

なお、本レビューで活用した評価5項目の定義は以下のとおりである。 

（1）妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者（ダッカ市

民）のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策

との整合性はあるか、「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

（2）有効性 

プロジェクトの実施により、受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（ある

いは、もたらされるのか）を問う視点。成果の達成がプロジェクト目標の達成につながるか

などを分析する。 

（3）効率性 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いはされるか）を問う視点。成果とインプットの関係をタイミング・質・量の視点から分析

する。 

（4）インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

（5）自立発展性 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を組織、制度、政治、財政、技術等の面から問う視点。 

 

２－１ 評価のデザイン 

評価のデザインを確定するにあたり、R/D、PDM、事前評価報告書、インセプションレポート、

プロジェクト事業進捗報告書、業務完了報告書等に基づき、評価項目案を調査団内で検討し確定

した。なお評価項目の詳細は評価グリッド（付属資料2）を参照されたい。 

 

２－２ 情報・データ収集方法 

定量的及び定性的なデータが収集され、評価のための分析に用いられた。データ収集に用いた

方法を以下に示す。 

1）報告書、文献等のレビュー 

2）質問票調査及び集計結果に基づくグループ・インタビュー（専門家チーム、C/Pのグループ・

リーダー、清掃監督官（Conservancy Inspector：CI）及びアシスタント・エンジニアに対して個

別に実施グループ 
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3）現場視察（マトワイル、アミン・バザール両処分場、ワード事務所、ゴミ収集の現場等） 

4）専門家チーム及びC/Pからの直接的なデータ収集 

    

質問票調査は、選択式の問題と選択した内容について理由やコメントなどを求める記述式の質

問から構成されており、専門家及びC/Pのグループ・リーダー等には広範囲の質問（実施プロセス、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性について）を用意し、アシスタント・エンジニア及び

CIには、比較的限られた内容の質問（実施プロセス、有効性、効率性について）を用意した。グ

ループ・インタビュー調査におけるC/Pのグループ分けは、DCC側評価者との協議において、各カ

ウンターパートのDCCにおける立場などを考慮して最終決定した。 

 

２－３ 評価結果の取りまとめ 

本評価調査の分析結果を基に、日本・バングラデシュ国側双方の合同評価メンバーが協議を行

い、その結果を英文のMinutes of Meeting（M/M）として取りまとめ、署名・交換した（付属資料1

としてJoint Evaluation Report「合同評価報告書」が添付されたもの）。 
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第３章 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変遷 
 

2007年2月プロジェクト開始に伴って、事前調査において作成された「PDM Version 0（PDM0）」

を再検討し、客観的に検証可能な指標（OVIs）の再検討及び活動の修正を行い2007年4月に「PDM 

Version 1（PDM1）を作成した。PDM 1は2007年3月に開催されたステアリングコミッティ（Steering 

Committee、S/C）で承認された。 

また、2008年2月に運営指導調査が実施され、DCC、JICAバングラデシュ事務所及びJICA専門家

チームとともにプロジェクトの進捗状況を確認し、PDM上の成果の表現及び活動修正について議

論し、その結果をもとにS/Cで「PDM Version 2（PDM 2）」として承認された（付属資料1、Annex 1）。 

本レビューではPDM2に基づき評価を行う。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 投 入 

 プロジェクト開始時点より現在まで、以下の投入が実施された。 

    

４－１－１ 日本側の投入 

（1）専門家派遣 

本プロジェクトはこれまでの8名の専門家が、13の分野で派遣されている。年度ごとの全

専門家の派遣期間の合計を以下に示す。詳細については、付属資料1のAnnex 3のA3-1を参

照されたい。 

（MM：人月） 

日本の2006年度 12.8 MM 

日本の2007年度 25.2 MM 

日本の2008年度（10月27日時点まで） 17.2 MM 

合計 55.2MM 

 

（2）機材の供与 

本調査時点までに約620万円相当の機材を供与した。詳細については、付属資料1のAnnex 

3のA3-3を参照されたい。 

 

（3）プロジェクト活動費 

本調査時点までに約1,100万円の経費が日本側より投入された。詳細は付属資料1のAnnex 

3のA3-4を参照されたい。 

 

（4）カウンターパート研修 

2008年10月までに、計12名のC/Pが本邦での研修に参加した（うち9名は各センターで実

施されている廃棄物管理に関する集団研修に参加し、3名が本プロジェクトのC/P用に計画

されたC/P研修に参加した）本邦での研修に加えて、計14名のC/Pがインド及びベトナムで

実施された第三国研修に参加した（インド：8名、ベトナム：6名）詳細は、付属資料1のAnnex 

A4-3を参照されたい。 

 

４－１－２ バングラデシュ側の投入 

（1）カウンターパートの配置 

本調査時点までに、（臨時職員を含めて）計117名のC/Pが配置されている。 

 

（2）施設の貸与 

DCCより市役所の建物の一部に日本人専門家のための執務スペースが提供されている。 
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（3）プロジェクト活動費 

（本プロジェクト用に限定されたものではないものの）2006年/2007会計年度では、約

2,400万タカ、2007/2008会計年度では約2,800万タカがDCCの年間予算から廃棄物管理関連

費用として支出された。 

 

４－２ 実 績 

４－２－１ 廃棄物管理局（WMD）の設立 

M/PにおいてDCCにおける総合的な廃棄物管理能力強化の手段の一つとして廃棄物の発生か

ら最終処分までの一体的に管理するための廃棄物管理局（Waste Management Department：WMD）

の設立が提案された。DCC側でもWMD設立を積極的に推進し2006年末ごろまでに設立の政府承

認を得る旨約束し、事前調査時（2006年10月）に作成されたPDMにおいて前提条件の1つとして

設定された。しかし、DCC側が最大限努力をしたにもかかわらず、関係省庁やDCC内の他の部

署との調整などに当初想定よりも大幅に時間を要し、2008年10月にようやく承認された。 

承認後、WMDへ職員が暫定的に配置され、常勤のC/Pが増加した。特に、収集運搬グループ

に、より実効的な人員が増えたことは、プロジェクトにとって有意義なことであった。今後、

プロジェクトの効率的・効果的実施及び自立発展性の確保に向けて、WMDへの職員の本格的な

配置をDCC側が遅滞なく進めていくことが最も重要である。 

なお、WMDが設立していない状況にもかかわらず、PDMの成果ごとに形成されたC/Pのワー

キング・グループを中心としてDCC内の異なる部署間での情報共有・連携を図り、一定程度成

果が発現した点は評価できる。 

 

４－２－２ 各成果の達成度 

（1）成果1：評価B 

成果1：廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する 

プロジェクト終了までに、成果1は達成されることが見込まれる。しかしながら、DCCに

よるWMDへの人員配置が遅延しているため、成果が確実に達成されるため、またWMDの

自立発展性を確保するためには、人員配置を迅速に行うことが重要である。 

WMDの設立及びWMDへの人員配置の遅延並びに専門家チーム、C/P共にそれらに多くの

時間・労力を費やさざるを得なかったためにいくつかの活動について遅れが見られた。一

方で、専門家チーム及びこれまで暫定的に配置されてきたC/Pの尽力により、活動の多くは

進捗しており、人員配置が迅速に行われれば、各指標及び成果は達成されると考えられる。 

 

（2）成果2：評価B 

成果2：参加型廃棄物管理プログラムのための能力が向上する 

成果2はこれまでに部分的に達成されており、プロジェクト終了までには全般的に達成さ

れることが見込まれる。一方でプロジェクト後半に、収集・運搬を安全面、衛生面からワ

ード（区）ごとに改善する取り組であるワード・ベースド・アプローチ（Ward-based Approach：

WBA）の普及をさらに促進させ、また1次収集業者を含めた各活動のモニタリングシステム

を改善するために「ワード廃棄物管理ガイドライン」を可能な限り早急に改訂することが

重要である。 
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本成果において特に重視していたWBA導入についてのCIの能力はおおむね順調に向上し

ている。プロジェクトで支援したワードにおけるCIは各ワードの廃棄物管理におけるステ

ークホルダー（1次収集業者、コミュニティ及びDCC）間の調整者としての役割を果たしつ

つあり、何名かのCIは住民からの苦情処理に加えて、担当ワードの廃棄物管理の改善にか

かる提案などを行っている。また、WBAの4つのコンポーネントの1つである「WBA1：ワ

ード事務所の建設」によって、事務所が各ワードの廃棄物管理にかかる情報・データ・機

材等の管理、関係者間の協議・意見交換の場の提供、クリーナーへの指導・管理の場の提

供といった役割を果たしていることに加えて、CIの廃棄物管理業務に携わることに対する

意欲やCIの権威の向上といった副次的な効果も発生しており、本コンポーネントが廃棄物

管理の改善に貢献している。また同じくコンポーネントの1つである「WBA3：コミュニテ

ィ参加型廃棄物管理の推進」については、これまでに6ワード（10コミュニティ・ユニット）

に展開されており、プロジェクトの終了時点までに予定された20ワードへの展開が完了す

る見込みである。今後はCIの継続的な取り組み、コミュニティの参加状況等のモニタリン

グ及び促進を通じて自立発展性の向上を図っていく必要がある。 

 

（3）成果3：評価B 

成果3：廃棄物収集運搬のための能力が向上する 

WBAの4つのコンポーネントの中でWBA3及びWBA4が本成果に関連しておりWBAの普

及を通じて一定程度の能力の向上が見られる。一方、グループ3の副リーダーのプロジェク

トへの参加が遅れたこと及びリーダーがWMD設立のために多くの時間が割かれたことな

どにより、当初予定どおりの能力強化が達成されていない面もある。成果の達成のために

は、現在暫定的に配置されている人員（数名のエンジニアが新たにグループ3の活動に加わ

った）のグループメンバーとしての意識向上を図り、また、WMDの人員配置を速やかに進

め、かつプロジェクト後半において実施される予定の環境プログラム無償「ダッカ市廃棄

物管理低炭素化転換計画」を通じた廃棄物収集車両の投入及び稼動を遅滞なく行うことが

重要であり、それらの投入も活用しつつ（新しいシステムの導入も含めた）適切な収集運

搬システムの策定及びその実施が行われれば、収集運搬能力が確実に強化され、成果3は達

成されると考えられる。あわせて、適切な収集運搬システムの実施にあたっては、特に廃

棄物排出ルールの遵守に関するコミュニティからの協力や収集車両を運転するドライバー

からの協力が必要不可欠である。 

 

（4）成果4：評価B 

成果4：最終処分場の運用管理のための能力が向上する 

これまで順調にマトワイル処分場を中心に最終処分場運用管理能力は改善されてきてお

り、プロジェクト終了までには成果4は達成されると見込まれる。マトワイル処分場につい

ては、債務削減相当資金（JDCF）を活用して、衛生埋立方式の処分場に改修されており、

衛生埋立にかかる運用管理も含めて、運用管理能力を更に向上させるために①重機担当及

び処分場管理担当職員の適切な配置、②重機不足、③浸出水の処理システムの稼動、④ト

ラックスケールの適切な運用といった課題を解決していく必要がある。 

また、同じくJDCFを活用して新規建設が予定されているアミン・バザール処分場につい
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ては、プロジェクト自体は中央政府によって正式に承認されているものの、環境保護団体

等から処分場建設にかかる更なる環境配慮などを求められていることから、この課題を早

急に解決し建設に取りかかることが必要である。また、建設後、必要な職員の配置に加え

て、配置された職員に対しマトワイル処分場と同程度の運用管理能力を習得するための技

術移転を効果的に行うことが必要である。 

 

（5）成果5：評価B 

成果5：廃棄物管理のための財務能力が向上する 

DCCではこれまで年度ごとに必要経費を積み上げて必要な予算を要求する、年度ごとの

支出がどれくらい発生しているかを管理・分析するといった予算管理・支出管理がほとん

ど行われてこなかったが、プロジェクトにより廃棄物管理についての会計システムが導入

され、また予算管理・支出管理の概念や手法について専門家から技術移転が行われてきた

ことから、財務管理能力は向上しており、プロジェクト終了時までに成果5の達成がほぼ見

込まれる。 

 

（6）プロジェクト目標 

プロジェクト目標：ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する 

プロジェクト目標は「①プロジェクト終了時までに52.5％（2,053t/日）が埋立地に運搬さ

れ、適切に処理される」「②ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス

に対する住民の満足度が36％からプロジェクト終了時までに50％に上がる」の２つの指標

がある。 

①については、マトワイル処分場のトラックスケール（計量台）が設置されてからまだ

十分な時間が経過しておらず現在時系列データを収集・分析中であること、（DCC及び専門

家チームが再三にわたって指導・監督をしているにもかかわらず）トラックスケールに乗

らないまたはトラックスケールの手前で収集した廃棄物を降ろしてしまう収集車両がある

こと、アミン・バザール処分場の工事がいまだ始まっていないこと、などから現時点で正

確なデータを元に目標達成の見込みについて述べることは困難であるが、環境プログラム

無償及びJDCFによるアミン・バザール処分場開発プロジェクトによって調達される100台以

上の収集車両が当初計画どおりに調達・導入され、また、WBAによって導入される新しい

収集運搬システムが適切に導入・稼動することにより、プロジェクト終了時までに達成可

能と見込まれる。 

②については、現在WBAを実施している地域においてベースラインとなる住民満足度の

データを収集・分析しているところであり、正確なデータに基づいた評価は困難であるも

のの、本レビュー中のWBAを実施した住民などへの聞き取り調査ではWBAについてはおお

むね評価は高く、プロジェクト終了時までには達成可能と見込まれる。 

いずれの指標もWMDへの人員の配置を完了したうえで、各成果（1）廃棄物管理活動の

組織的な管理・調整、2）コミュニティ廃棄物管理、3）収集運搬管理、4）処分場運用管理、

及び5）財務管理）についての能力開発が行われれば、プロジェクトの終了時点までに、達

成可能と見込まれる。 
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（7）上位目標 

上位目標：ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施され、市の衛生面環境が改善

される 

上位目標の指標はプロジェクト目標の指標の延長線上にあるものであり、プロジェクト

目標達成が、上位目標の達成に大きく関連する。現時点では、プロジェクト目標（2011年

までにDCCの廃棄物管理サービスが改善する）は達成可能と見込まれ、またDCCの廃棄物

管理についての組織・制度及び財務に関連する能力が向上しているため、2015年までにダ

ッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施されるようになり、市の衛生面環境が著しく

改善される可能性は高い。 

WMDの人員配置、住民意識の向上、マスタープラン（M/P）で提案された老朽化した収

集車両の更新等外部条件もしくはDCC側の実施に影響される部分が多いものの、プロジェ

クトを実施し、その成果及びインパクトが持続的に発現していくことによって上位目標の

達成は可能であると考えられる。 

 

４－２－３ 実施プロセス 

実施プロセスはおおむね良好であると評価できる。主要なC/Pは、PDMの内容を理解し、プロ

ジェクト活動の適切なタイミングでの実施及びモニタリングのために専門家チームとC/Pが合

同で作成した年間活動計画（Annual Action Plan）に沿ってプロジェクト活動を実施している。一

方で、廃棄物管理活動について、WMDがより自立的かつシステマティックなモニタリングシス

テムを確立し、よりオーナーシップをもってプロジェクトの運営・管理にあたることも必要で

ある。 

 JICA専門家チームとC/P間のコミュニケーションは充実しているが、C/Pのワーキング・グル

ープ間の調整に関して（WMD以外の部署のワーキング・グループメンバーがいる状況も影響し

ており）まだ改善の余地がある。 

今後はJICAバングラデシュ事務所も本プロジェクトに対して継続的な支援を行っており、今

後もDCC、専門家チーム、JICAバングラデシュ事務所間の連携を更に緊密にしてプロジェクト

運営・管理にあたっていくことが望ましい。 

また、日本政府及びJICAの廃棄物管理にかかる他の支援（JDCF、環境プログラム無償、及び

JOCV等）との情報交換及び連携について改善が見られ、このことは、プロジェクト目標の達成

するうえでも重要だと考えられる。 

 

４－３ 評価5項目による評価結果 

４－３－１ 妥当性 

（1）バングラデシュ国の開発政策 

本プロジェクトが対象としているダッカ市では、前述のように都市人口の急増などによ

り大量の廃棄物が発生し、一方でDCCの収集・運搬を中心とした廃棄物管理能力が必ずし

も十分とはいえないために、廃棄物が散乱している地域が市内で多く見られる。最近では

ダッカ市住民の廃棄物管理に関する意識が少しずつであるが高まりつつあり、適切な管理

へのニーズも高まってきていることから、廃棄物管理に関する技術協力へのDCCのニーズ

は極めて高い。 
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また、バングラデシュ国政府は、貧困削減に向けたより戦略的な政策及びミレニアム開

発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の達成を目的として、2005年10月に貧困削

減戦略文書（“Unlocking the Potential；National Strategy for Poverty Reduction”：PRSP）を策

定した。PRSPは、その戦略としてpro-poor成長のためのマクロ経済環境整備、pro-poor成長

を牽引するセクター、社会セーフティーネット、及び人間開発の4つの戦略ブロック並びに

参加とエンパワメント、ガバナンス、サービス・デリバリー及び環境と持続的開発の4つの

支援戦略から構成される戦略を掲げており、さらに、雇用創出、栄養改善、母子保健、教

育の質の改善、衛生と安全の水、刑事司法制度、地方ガバナンス、モニタリングを戦略的

課題としている。2008年10月に選挙管理内閣が承認したPRSP（2009～2011年度）改訂案に

おいても「環境と持続的開発」が支援戦略に、「衛生と安全の水」が戦略的課題にそれぞれ

位置づけられており、また、バングラデシュ国の政策上の妥当性は高いといえる。 

 

（2）日本の援助政策 

対バングラデシュ国のJICA国別事業実施計画では援助重点分野「社会開発と人間の安全

保障」の中の「都市環境対策」プログラムに廃棄物管理が含まれており、本プロジェクト

はわが国の援助政策との整合性も確保している。 

 

（3）アプローチの適切性 

本プロジェクトではダッカ市の廃棄物管理を担うDCCのオーナーシップを尊重し、JICA

の支援で作成されたM/Pに基づき廃棄物管理にかかる具体的な技術、手法を支援するアプロ

ーチである。DCCは開発調査におけるC/P機関として、わが国とともに廃棄物管理に取り組

んできており、日本との協力に精通している。 

 

（4）日本の援助の比較優位 

わが国は廃棄物管理に関し、技術的優位性をもっており、これまでアジア、中米、中東

地域において廃棄物管理にかかる開発調査、技術協力を数多く実施してきており、経験も

豊富である。また、DCCには、開発調査において育成された人材も多く、彼らの経験を有

効に活用することができることなどが援助の比較優位の点としてあげられる。 

 

４－３－２ 有効性 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成見込みは、10ページ「４－２－２（6）プロジ

ェクト目標」を参照されたい。 

 

（2）各アウトプットのプロジェクト目標への貢献度 

本プロジェクト目標にある「ダッカ市における廃棄物管理サービス」は主に成果2及び3

に関連する廃棄物の収集・運搬並びに成果4の最終処分場管理から構成されており、それら

のサービスをより適切に提供するための土台として成果1のDCCの組織としての管理・調整

能力及び成果5の「会計システムの改善」の向上が必要不可欠であることから、すべての成

果がプロジェクト目標の達成に密接に関連しているといえる。 



－13－ 

４－３－３ 効率性 

（1）日本側の投入 

専門家派遣、研修員受入れ、機材供与及びプロジェクト活動費に関しては、WMD設置の

遅れにより若干変更されたものの、おおむね計画どおり投入が実施されたといえる。特に

日本におけるC/P研修は効果的でありC/Pの意欲、士気を高め知識･技術レベルの向上に大き

く役立っている。 

 

（2）バングラデシュ側の投入 

本レビュー時点で廃棄物収集・運搬からマネジメント部門まで100名を超えるC/Pが日本

側専門家とともに活動を展開している。一方で、WMD設立及びそれに伴う職員の配置等の

ために多くの関係省庁及びDCC内関係機関との調整・交渉が必要となりC/Pの一部がそれら

の業務に時間を割かざるをえない状況となっている。WMDの設立は外部条件に設定されて

いるものの、C/Pの効率的な活動に一定程度影響を与える結果となっている。 

 

４－３－４ インパクト 

長期的な計画（M/P）の下に、プロジェクト目標及び上位目標が設定されていることから、プ

ロジェクト目標の達成及びそれから派生したインパクトにより上位目標が達成される見込みは

高いといえる。 

また、プロジェクト実施による正のインパクトとして、現場レベルでの作業環境改善が進ん

だこともあり、一般住民の「廃棄物管理は汚い仕事」という認識が少しずつ変わりつつあり、

それに伴ってWMD職員が廃棄物管理業務に対してより意欲的に取り組み、業務にプライドを持

ち始めるといった好事例がみられることが挙げられる。なお、現時点では本プロジェクトによ

る負のインパクトは確認されていない。 

 

４－３－５ 自立発展性 

WMD設立から日が浅く、職員の正式な配置はいまだに十分に進んでいない現時点では、個々

のC/Pの能力及びモチベーションはプロジェクトの実施によって高まっているものの、DCCが組

織全体で自立発展的に廃棄物管理業務を実施・展開していく環境は十分に整っていない。一方

で自立発展性の確保に寄与する点として以下の4つが挙げられる。 

1）市長に承認されたWMDのディレクティブが今後も維持されるであろうこと 

2）プロジェクトを通して各種のマニュアルやガイドラインが作成され、WMD内で共有される

体制が整ったこと 

3）DCCの歳入が増えており、WMDへの適切な予算配分が期待できること 

4）WBAの概念や内容がC/P及び対象地域のコミュニティに浸透しつつあること 

 

なお、DCCのダッカ市役所助役（CEO）や廃棄物管理局局長（CWMO）を含めた職員は通常2

～3年で交代するケースが多いが、今後新たに任命されるであろうCEO、CWMO、その他のDCC

の職員が、新たに設立されたWMDの枠組みのなかでオーナーシップを発揮し積極的に活動を展

開していくことができるかといった点も、プロジェクト終了後にも自立的に発展するための重

要な要素の1つになると考えられる。 
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第５章 提 言 
 

（1）廃棄物管理局全体の能力強化 

2008年10月にWMDが正式に設立されたものの、必要な人員の未配置、廃棄物管理にかかる

一部業務が他の部局から移管されていない、といった課題が多く残されている。プロジェクト

の目標を達成し、かつWMDがダッカ市の廃棄物管理全体を効果的に実施していくためには、

DCCが必要な体制整備を早急に行うことが必要であり、プロジェクト後半に向けての最重要課

題である。特に技術移転の対象となるWMD職員の新規採用をできる限り早期に行うことがプ

ロジェクトの自立発展性を確保するために重要である。 

 

（2）住民参加型廃棄物管理について 

住民参加型廃棄物管理及びWBAはダッカ市の廃棄物管理を改善し、Clean Dhakaを達成する

ための鍵となる概念であり、今後もプロジェクトにおいて普及・拡大を推進していくべきであ

る。普及・拡大を行うにあたっては、プロジェクト前半で作成した「WBAガイドライン」を、

実際に業務を行っているCI等の意見を反映しつつ改訂すること、JOCVの活動と連携し住民の

意識啓発を更に進めるために環境教育にかかるCI等の能力を研修等を通じて強化すること、廃

棄物管理オフィサー（Assistant Waster Management Officer：AWMO）や清掃オフィサー

（Conservancy Officer：CO）等CI以外のWMD職員の参画をより進め、かつCIのスキル及びモチ

ベーションの向上を更に図るよう継続的に支援を行っていくこと、各ワードの代表（Councilor）

向けのワークショップを開催し、代表間での廃棄物管理に対する意識を向上させること、が重

要である。 

 

（3）今後解決すべき課題の認識 

特に、以下の点について今後プロジェクトで取り組むべき重要課題として認識し、活動を行

っていくことが必要である。 

・PCSPを中心とした1次収集と2次収集のより効果的な連携 

・ワークショップでの車両維持管理技術レベルの向上 

・ダッカ市全域をカバーするための2次収集業務の業務計画の検討 

 

（4）最終処分場運営管理能力の更なる向上 

プロジェクトによりマトワイル処分場において圧縮、覆土や方面防護等、衛生的に埋立を行

うための処分場管理能力は向上したといえる。一方で、更に管理能力を向上させるために、即

日覆土と浸出水対策を徹底すること、環境モニタリングを継続的に行うこと及びウェストピッ

カー等への社会的な配慮も行うことが必要である。 

 

（5）財務管理能力の更なる向上 

プロジェクト開始時は財務管理についてはほぼ行われていなかったに等しい水準であった

が、関係部署からのヒアリングに基づく年度ごとの廃棄物管理全般にかかる必要経費の産出、

積み上げ方式による予算計画の策定など基礎的な財務管理能力の向上が見られる。今後はこの

制度の定着を図るとともに、支出管理、分析及び収入増の方策の検討等が必要である。 
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（6）PDM及び年間行動計画に基づいたプロジェクト運営 

プロジェクトはJICA、DCC及び専門家チームが協働で作成したPDM及び年間行動計画に基づ

いて運営が行われており、PDMで定められた目標及び指標達成のために年間行動計画を策定し、

それに基づいて活動を行っていることを、特にDCC側のC/P全体に広く再認識してもらうこと

が重要である。併わせて、プロジェクト目標の指標の1つとなっている住民満足度調査の達成

目標や調査方法等を明確にする、M/Pの改訂にあたって現在の廃棄物管理の状況やバングラデ

シュ国の現状を勘案し、例えば3R（Reduce, Reuse and Recycle）の導入を組み入れる、といった

ことが必要である。 
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第６章 団長所感 
 

今回の中間評価調査での、全体的な総合評価、すなわちプロジェクト目標達成の可能性は、「プ

ロジェクト終了時に達成される見込みがある（will be achieved）」というものである。しかし、目

標達成のためになされねばならない課題はいまだ多い。合同評価報告書ではバングラデシュ国側

の意向もありすべての検討課題について網羅的に記述することができたとは必ずしもいえないも

のの、PDMに沿って5つの成果ごとに検討してみると、達成度にはかなりの濃淡が認められた。こ

のうち、とりわけ成果1（マネジメント及び調整能力向上）と成果3（収集運搬能力向上）は、前

半期に予定した活動がDCCによるWMD設立の遅れに起因して不十分なままとなっており、カウン

ターパートの配置や結集にも十分とはいえない状況にあった。すなわち、成果1については、今回

新たに設立されたWMDの運営管理能力確立という課題そのものが残されており、また、成果3に

ついては収集運搬を外部条件の発展（環境プログラム無償による収集運搬機材供与）に対応して

適切な計画をたてて実行するという課題が残されている。収集運搬は、コミュニティ廃棄物管理

（成果2）、及び最終処分場（成果4）の間をつなぐものであり、これらには他の部局との調整と連

携も求められる。 

このように考えると、前半期の遅れを取り戻し、後半期に全力で取り組む必要のある主要な上

記2課題は、本来はプロジェクトの全期間を通して取り組んではじめて達成しうるほどの大きな課

題であることがわかる。 

一方、成果2（コミュニティ廃棄物管理）、成果4（最終埋立処分場管理）、成果5（廃棄物財政管

理）については、前半期にほぼ当初計画に沿った活動が実施され、一定の前進が認められた項目

であるが、もちろん完了したわけではなく、後半期にも引き続き改善の努力を必要とする。なお、

ワード単位を軸としたWBAは、WMDが設立されていないなかで、総合的な廃棄物管理体制を構築

するうえで、大変効果的なアプローチであったと評価できる。 

したがって、後半期には本来のプロジェクト・デザインからすれば、幅広い範囲での活動につ

いて相当の努力が必要になると予想される。しかし、限られた投入という条件の下では、ある程

度ターゲットを絞って、具体的な成果が現れる方向で、支援を実施することが肝要であると考え

られる。その意味で、成果1での「WMDの組織づくりを支援」しつつ、成果3の「収集運搬能力向

上」を具体的に達成することを最重点におくことが、WMD設立期であり環境プログラム無償の機

材の導入時期でもあることから、もっとも効果的な設定であると考えられる。これにより、ダッ

カ市内のゴミ状況が目に見えて改善されれば、住民意識の向上や廃棄物管理事業に対する理解の

促進にもつながり、広い意味で自立発展性にもつながる。 

本プロジェクトの現地モニタリングは、2007年4月、2008年2月に続いて今回が3度目であるが、

回を追って専門家チームとC/Pとの間の緊密な連携や信頼関係が強まり、C/Pの良質の部分の自主

性・主体性が高まってきている。このことはPDMの指標には表れにくいが、大変重要な成果であ

ると考える。この間、紆余曲折があったとはいえ、専門家チームのキャパシティ・ディベロップ

メント（CD）支援アプローチが、全体として効果的であったことを示しているといえよう。 

また、高いレベルの意思決定者（市長等）のプロジェクトに対するオーナーシップが強まって

きていることも確認でき、これまでの表敬程度の関係から、具体的なプロジェクトの内容を意見

交換するレベルに達してきている。例えばCEOからは、ワードレベルの上級意思決定者である

Councilorに対するワークショップの開催や、廃棄物埋立地の公衆衛生問題改善のための提案がな
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されるといった、新しいイニシアティブも生まれてきており、後半期にはこうしたイニシアティ

ブをうまく生かすよう取り組んでいくことが求められる。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 

（合同評価報告書含む） 

 

２．評価グリッド 
 

















































































































































































実績（Performance)

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 判断基準 情報源 調査手法

1. 総合評価 プロジェクトを通して十分な実施が得られているか？ 下記のデータ 下記のデータ 下記の情報源 下記の調査手法

2. 前提条件の確保

廃棄物管理局(WMD)がバングラディシュ政府により承認された
か？

WMD承認にかんする進捗状況 専門家・ＣＰ 資料レビュー、
確認表、聞き取り

プロジェクトコンセプト、プロジェクトの関係者の役割や責任が彼ら
の間で共有され、明らかに理解されたか？

プロジェクトについての広報資料、ミーティング等の実施状況 専門家・ＣＰ 資料レビュー
確認表、聞き取り

2. 前提条件の確保

3. 投入の実施状況

バングラディッシュ側投入（CP配置、施設機材、予算配置、運営
費等）について計画通り実施されたか？ （総合的評価） また、投
入に関する以下の９つの条件は満たされたか？(個別評価）
1. 訓練を受けたカウンターパートが頻繁に異動しない。
2. マトワイルの環境管理計画やアミンバザールの環境アセスメン
トが環境森林省、環境局により遅延なく承認される。
3. マトワイル埋め立て拡張のために日本債務削減相当資金がバ
ングラデシュ政府によって遅延なく支出される。
4. アミンバザール処理場建設計画がバングラデシュ政府によ

投入計画、投入実績 プロジェクト進捗報告書、投入実績表、専門
家・ＣＰ

資料レビュー、
確認表、聞き取り

バングラディッシュ側投入は十分であったか？また、今後予定さ
れている投入は十分であるか？

投入計画、投入実績 プロジェクト進捗報告書、投入実績表、専門
家・ＣＰ

日本側投入（専門家配置、CP研修、施設機材、運営費等）は計画
通り実施されたか？

投入計画、投入実績 プロジェクト進捗報告書、投入実績表、専門
家・ＣＰ

資料レビュー
確認表、聞き取り

日本側投入は十分であったか？また、今後予定されている投入
は十分であるか？

投入計画、投入実績 プロジェクト進捗報告書、投入実績表、専門
家・ＣＰ

活動を通した５つの成果の達成についての下記の４つの外部条
件の充足しているか？
1. ｢クリーンダッカ・マスタープラン」の実現に向けてのコミットメント
が、ダッカ市や他の関係者の間で維持される。
2. 洪水などの自然災害、選挙などの政治状況がプロジェクトの実
施に大きな影響を及ぼさない。
3. ダッカ市が廃棄物管理に適切な予算を配分する。
4. 中央政府がダッカ市の廃棄物管理に必要な支援を行う。

 ●原稿どおり プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
確認表、聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

1.1 廃棄物管理局（WMD）のマネージャーの年間活動計画と予算提案への関与状
況および今後の予定 （目標：終了時までに作成可能となる）（特に、活動1-3と関
連）

これまでの状況から終了
時までの目標達成を難し
くしているなんらかの問
題があるかを確認

プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

1.2 これまでのプロジェクト活動での完了の遅れの発生割合の減少傾向および削
減のための検討 (目標：5年次（2010年4月～2011年3月）に遅れる活動の割合が
70％まで減る）（特に、活動1-4と関連）

減少傾向と今後の削減
見込みを定性的に評価

インセプションレポート、プロジェクト進捗報告
書、ロジェクト年次計画書、プロジェクト年次報
告書、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

アウトプット１：
以下の活動を通して、「廃棄物管理活動の管理・調整のための能
力が向上する」は達成されたか。（PR3: CP執筆）

関連する活動：
1-1 廃棄物管理局を設立する(ダッカ市役所による)。
1-2 廃棄物管理局の人材、組織を強化する。WBA①②
1-3 年間活動計画を作成する。
1-4 プロジェクト活動を調整する。
1-5 廃棄物管理に関する認識を高めるために広報キャンペーン
を実施する。
1-6 市役所間の廃棄物管理ネットワークを構築する。
1-7 クリーンダッカマスター

3. 投入の実施状況

Administrator
２．評価グリッド



1.3 これまでに広報した成功事例を示す資料（目標：プロジェクトにより８つの成功
事例を広報）（特に、活動1-5と関連）

種類別資料数及びその
広報対象人口、それらの
作成におけるWMDの関
わりを確認

プロジェクト進捗報告書、リーフレット、ニューズ
レター、エコバック関連資料、新聞記事、ＴＶ
ニュース、ステッカー、Website、DVD、
Bangladesh SWM Conferences Proceedings、
活動1-4-3によりGood Practiceと教訓が纏めら
れた資料、PR効果のベースライン調査結果、専
門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

1.4 市民の環境意識と社会状況の変化にあわせ、クリーンダッカマスタープランを
改訂する能力の向上傾向と今後の計画　（目標：終了時までに改正される）（特
に、活動1-7と関連）

向上傾向を定性的に確
認

プロジェクト進捗報告書、改正マスタープラン報
告書 (3年次に作成される予定はない）、
Directives、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他　（特に、活動1-1,2,6と関連） プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

2.1 ワードレベルの住民廃棄物管理を推進するための清掃検査官の知識・技能と
意力の向上傾向と今後の対策・計画 （目標：終了時までに、20人以上の清掃検
査官が十分な知識・技能を習得し、意欲を持つ）（特に、活動2-2,7と関連）

向上傾向を定性的に確
認

プロジェクト進捗報告書、実地検証、ニュー
スレター6に記載されている清掃検査官の
スピーチ、清掃検査官の各種活動への出
席簿、CUWGs and PCSPs、 JOCVs 、専門
家・ＣＰ、CI

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2.2 ワード廃棄物管理ガイドラインの作成時期、使用体制、内容　（目標：バングラ
デシュ会計年度2007/2008終了(2008年6月）までにはワード廃棄物管理ガイドラ
インが作成され、使用できる状態になる。）（特に、活動2-1と関連）

プロジェクト進捗報告書、発行されたガイド
ライン、ガイドラインの今後の改善点につい
て纏めた資料（あれば）、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2.3 登録された1次収集サービス提供者のモニタリング及びサービス改善のため
の定期的フィードバックの実施状況と内容（特に、活動2-3,4と関連）

プロジェクト進捗報告書、意識調査、モニタ
リング結果、一次収集サービス業者につい
て改善すべき内容の概要をまとめた資料
（あれば）、PCSPsとのミーティング議事録、
専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2.4 対象地域での、住民、ダッカ市役所、1次回収サービス提供者間の調整の改
善状況と対策（特に、活動2-2,6と関連）

プロジェクト進捗報告書、コミュニティーミー
ティング議事録、専門家・ＣＰ、CI、CUWG、
一次収集業者

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2.5 廃棄物管理において住民が率先して行った活動の成功数 (目標：プロジェクト
終了までに20となる）（特に、活動2-2と関連）

プロジェクト進捗報告書、各WBＡの実施計
画書もしくは活動報告、コミュニティーミー
ティング議事録、CUWG meeting memos、
専門家・ＣＰ、CI

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他 （特に、活動2-5と関連） プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

3.1 適切な収集運搬システム策定の状況 (目標：プロジェクト終了までに、ダッカ
市役所管轄の代表的な地域で策定される）（特に、活動3-1,2と関連）

プロジェクト進捗報告書、ＧＩＳ整備の状況、
WBA4 Activities、専門家・ＣＰ,

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

3.2 清掃検査官、清掃員、運転手、作業場職員による収集運搬の効率性向上の
ための訓練の実施状況と改善する意欲の向上傾向、及び今後の対策・計画（特
に、活動3-2,4と関連）

プロジェクト進捗報告書、清掃員のマニュア
ル、Cls及び運転手へのガイドライン、訓練
の資料と出席簿、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

アウトプット2 ：
以下の活動を通して、「参加型廃棄物管理プログラムのための能
力が向上する」は達成されたか。（PR3: CP執筆）

関連する活動：
2-1 ワード廃棄物管理ガイドラインを作成する。
2-2 住民を組織化し、住民レベルの廃棄物管理活動を支援する。
WBA①③
2-3 1次収集認可とモニタリングシステムを改善する。
2-4 1次収集サービス改善のため1次収集サービス提供者を支援
する。WBA④
2-5 対象ワードで環境教育と意識向上プログラムを実施する。
WBA③
2-6

アウトプット3 ：
以下の活動を通して、「廃棄物収集運搬のための能力が向上す
る」は達成されたか。（PR3: 専門家執筆？）

関連する活動：
3-1 収集効率改善のために収集運搬に関する調査、データ収
集、分析を行う。 WBA④
3-2 収集システムの効率性を改善する。 WBA②④
3-3 機材の修理・管理システムを改善する。
3-4 技術者、修理工、運転手、清掃人などを訓練する。WBA②

4. アウトプットの達成状況



3.3 対象地域において収集運搬の効率改善のための1次収集と2次収集との間の
調整の強化状況と今後の対策（特に、活動3-1,2と関連）

プロジェクト進捗報告書、ワードでの収集運
搬の改善計画、専門家・ＣＰ, CUWG

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

3.4 収集車の修理時間の短縮状況と今後の対策（特に、活動3-3と関連） プロジェクト進捗報告書、環境技術無償の
報告書、Engineering Department, 専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他 プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

4.1マトワイル処分場運用管理のための職員が配置と運用管理の状況 (目標：
2008年7月までに配置され、適切な運転管理が行われる）（特に、活動4-2,4と関
連）

プロジェクト進捗報告書、WMD(LMU)の組
織構成、ＬＭＵ出勤簿、マトワイル処分場作
業日誌、Weekly meetingの議事録、
Regulatory Bodyのための管理ガイドライン
(作成中)、Minutes of training workshops
held at the landfill、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

4.2 マトワイル処分場での環境パラメーターについてのモニタリング状況 （目標：
2008年7月から環境管理計画のとおり、実施される）（特に、活動4-3と関連）

プロジェクト進捗報告書、MOEのスタンダー
ド、処分場テクニカルガイドライン作成中、
EMPのモニタリング計画、Ｌａｂｏの運用報
告、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

4.3 ごみ投棄、転圧、覆土、法面維持の実施状況 (目標：運用管理マニュアルのと
おり、適切に行われる）（特に、活動4-2と関連）

プロジェクト進捗報告書、運用管理マニュア
ル、マトワイル処分場作業日誌、O&Mサイ
ン（絵）ボード、ＤＶＤ、活動4-4-1に関する
作成中のＬＭＵの報告書、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

4.4 浸出液の処理状況　（目標：運用管理マニュアルのとおり、が適切に行われ
る）（特に、活動4-2と関連）

プロジェクト進捗報告書、処理の計画、運用
管理マニュアル、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

4.5 計量台の運用状況と廃棄物管理局の本部への定期的なデータの提出状況、
及びそれらに関わる対策・計画（特に、活動4-2,4と関連）

プロジェクト進捗報告書、協力しないドライ
バー等の記録、管理を徹底するための指
示書、O&Mサイン（絵）ボード、O&Mステッ
カー、データの内容（ゴミの種類等）、専門
家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他 （特に、活動4-1と関連） プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

5.１　会計年度毎の財務報告書の作成状況と今後の対策 (目標：終了時までに、
次年度の9月以前に作成されるようになる） （特に、活動5-1と関連）

プロジェクト進捗報告書、2財政年のコスト
比較分析結果、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

5.2 会計年度についての財政計画報告書の作成状況と今後の対策（目標：終了
時までに、4月以前に次年度の財務計画報告書が作成されるようになる） （特に、
活動5-2と関連）

プロジェクト進捗報告書、歳入にＳＷＭの支
出を計上した結果 (5-2-2 (a))、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

5.3 実際の収入・支出についての月間報告書の作成状況（目標：プロジェクト終了
までに、翌月第2週以前に作成されるようになる） （特に、活動5-1と関連）

プロジェクト進捗報告書、ＰＣへの入力状
況、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

5.4 廃棄物管理のための支出管理の状況 （特に、活動5-1,2と関連） プロジェクト進捗報告書、ＦＭＧが行った
Store & Purchase Department の問題点の
分析結果（Solutionはまだ）、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

アウトプット4：
以下の活動を通して、「最終処分場の運用管理のための能力が
向上する」は達成されたか。（PR3: CP執筆）

関連する活動：
4-1 衛生的な処分場を開発する（ダッカ市役所による）。
4-2 衛生的な処分場を運営管理する。  WBA①
4-3 環境モニタリングを実施する。
4-4 処分場運営改善の評価を行う。

アウトプット5：
以下の活動を通して、「廃棄物管理の財務管理のための能力が
向上する」は達成されたか。（専門家執筆？）

関連する活動：
5-1 財務報告書を作成する。
5-2 財政計画の提案書を作成する。
5-3 調達と支払い手順を改善する。



その他 （特に、活動5-3と関連） プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

５つの成果を通したプロジェクト目標の達成についての下記の2つ
の外部条件の充足しているか？
1. ｢クリーンダッカ・マスタープラン」の実現に向けてのコミットメント
が、ダッカ市や他の関係者の間で維持される。
2. ダッカ市の財政能力が強化される。

外部条件の充足状況 外部条件の充足状況 プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
確認表、聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

1. プロジェクト終了までにゴミの52.5%以上（もしくは2053トン/日）が処分場に運搬
され、適切に処分される。

プロジェクト進捗報告書、廃棄物管理局の
報告書、ＭＰで設定している目標収集率の
根拠を示す資料、特に影響が大きい活動
への投入量、ＭＰ報告書、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2. プロジェクト終了までに、ダッカ市（もしくは民間委託地域での民間企業）による
収集サービスに対する、ダッカ市民の満足度が現在の36％（マスタープラン調査
2005年）から50％に向上する。

プロジェクト進捗報告書、住民意識調査（将
来、市が実施）、ＭＰでのベースライン調
査、活動1-4-2として準備されている受益
者へのアンケート結果、特に影響が大きい
活動への投入量、ＭＰ報告書、ワード・ユ
ニット別の人口データ、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他 プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

上位目標の達成についての下記の外部条件の充足しているか？
1. 廃棄物管理を重視する政府方針が維持される。

外部条件の充足状況 外部条件の充足状況 プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
確認表、聞き取り

総合評価 下記の情報源 下記の調査手法

1. 2015年までに、ゴミの66%以上（もしくは3054トン/日）が処分場に運搬され、適
切に処分される。

上記（プロジェクト目標について）に加えて、
他のプロジェクトの報告書、改正されるMP
報告書（未作成）、長期的な財務予測

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

2. 2015年までに、ダッカ市（もしくは民間委託地域での民間企業）による収集サー
ビスに対する、ダッカ市民の満足度が現在の36％（マスタープラン調査 2005年）
から70％に向上する。

上記（プロジェクト目標について）に加えて、
他のプロジェクトの報告書、改正されるMP
報告書（未作成）、長期的な財務予測

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他 プロジェクト進捗報告書、専門家・ＣＰ 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

5. プロジェクト目標達成の見
込み

6. 上位目標達成の見込み

プロジェクト終了後、2015年までに、プロジェクトのもたらしたアウ
トカムを用いて「ダッカ市役所の廃棄物管理サービスが持続し、市
の衛生環境が改善される」見込みがあるか？

プロジェクト終了時までに、「ダッカ市役所の廃棄物管理サービス
が改善される」見込みがあるか？

*WBA① この活動はワード・ベース・アプローチ1（ワード事務所機能の強化）を含む。
*WBA② この活動はワード・ベース・アプローチ2（DCC清掃員の作業環境の改善）を含む。
*WBA③ この活動はワード・ベース・アプローチ3（コミュニティーによる廃棄物管理の推進）を含む。
*WBA④ この活動はワード・ベース・アプローチ4（2次収集の改善）を含む。



調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 情報源 調査手法

1. 総合評価 プロジェクト実施のプロセスは適切か？ 下記のデータ 下記のデータ 下記の情報源 下記の調査手法

活動は計画通り実施されたか？ 活動の実施状況 インセプション、プログレス報告書、モニタリ
ング報告書、ロジェクト年次計画書と年次
報告書、専門家・ＣＰ

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

活動の実施方法・内容に問題はなかったか？ 活動内容、活動の実施方法、関連するC/Pの名前、C/Pの数 インセプション、プログレス報告書、モニタリ
ング報告書、ロジェクト年次計画書と年次
報告書、投入実績表、専門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

日本人専門家からの投入は、DCC職員の能力を著しく向上するた
めのサポートとして十分であるか？

活動内容、活動の実施方法、関連するC/Pの名前、C/Pの数 インセプション、プログレス報告書、モニタリ
ング報告書、ロジェクト年次計画書と年次
報告書、投入実績表、専門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

ワード・ベース・アプローチ (WBA)の総合評価 下記の情報 下記の情報源 下記の調査手法

WBAは計画通り実施されたか？ WBAの実施状況 プログレス報告書、モニタリング報告書、ロ
ジェクト年次計画書と年次報告書、投入実
績表、Community Unit　Action Plans、専門
家・CP、CI、CUWGs 、PCSPs、運転手、清
掃人、JOCVs

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

WBAの実施方法・内容に問題はなかったか？ 活動内容、活動の実施方法、関連するステークホルダーの構成 プログレス報告書、モニタリング報告書、ロ
ジェクト年次計画書と年次報告書、投入実
績表、Community Unit　Action Plans、専門
家・CP、CI、CUWGs 、PCSPs、運転手、清
掃人、JOCVs

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

今後、他のワードへ持続的に展開していくか？ DCCによる今後のWBA実施計画 プログレス報告書、DCCの関連報告書、専
門家・CP、CI、CUWGs 、JOCVs

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

モニタリングはどのように行われたか？モニタリングの結果はプロ
ジェクトの活動に反映されたか？

モニタリングの体制、その結果の利用状況 モニタリング報告書、専門家・CP 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

活動の変更、軌道修正および人員の選定等にかかる決定はどの
ようなプロセスでなされたか？

意思決定のプロセス、それに起因する問題点 インセプション、プログレス報告書、モニタリ
ング報告書、ロジェクト年次計画書と年次
報告書、バングラデシュ事務所、専門家・
CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

活動計画の修正はいつ、どのように行われたか？ 意思決定のプロセス、それに起因する問題点 インセプション、プログレス報告書、モニタリ
ング報告書、ロジェクト年次計画書と年次
報告書、バングラデシュ事務所、専門家・
CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

3. ワード・ベース・アプローチ

2. 活動実施状況

実施プロセス（IMPLEMENTATION PROCESS）

4.  モニタリング及び意思決
定プロセス



プロジェクト内コミュニケーションの問題（連絡の頻度、内容、方法
等）

コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、共同で取り組む課題
の解決方法、語学、習慣等に関する問題はないか？その対策は採っているか？

専門家・CP 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

受益者（NGO、学校、モスク、CUWGs, PCSPs, 住民等）の参加意
識及び彼らとのコミュニケーションはどうであるか？

活動への参加状況、コミュニケーションの頻度、方法、内容、 キックオフミーティングへの出席簿、住民意
識調査、RPA/PLAの研修内容、CUWGs、
PCSPs、Ｐis、専門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

JICA本部・バングラデシュ事務所、および日本の関係機関のサ
ポート体制:　プロジェクトに対するサポートは十分だったか？コ
ミュニケーション（連絡の頻度、内容、方法等）は効果的に行われ
たか？

コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、協力内容、共同作業
時間、頻度、共同で取り組む課題の解決方法

専門家・CP、JICA本部・バングラデシュ事
務所

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

プロジェクトにおいて、DCC (WMD)中央とワード事務所とのコミュ
ニケーション及び連携は効果的に行われているか？

コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、共同で取り組む課題
の解決方法、信頼関係の確立、協力内容

専門家・CP、バングラデシュの関係機関 資料レビュー
質問票調査
聞き取り

DCCの他部局とコミュニケーション及び業務上での連携は効果的
に行われているか？

組織図、データの交換状況、会議等の実施状況 プログレス報告書、DCCの関連報告書、専門
家・CP、Engineering Department、
Transportation Department, etc.

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

開発調査との連続性及び継続性は保たれているか？ 開発調査で作成された実施計画、開発調査からのプロジェクト内容およびアプ
ローチの変更点

調査計画報告書及びそのフォローアップ報
告書、プログレス報告書、モニタリング報告
書、ロジェクト年次計画書と年次報告書、投
入実績表、専門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

JOCVとの連携は効果的か？ JOCVの参加状況、JOCV側からの提案内容 プログレス報告書、JOCVの関連報告書、
モニタリング報告書、ロジェクト年次計画書
と年次報告書、投入実績表、専門家・CP、
CI、CUWGs 、JOCVs

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

環境技術無償案件との連携は効果的か？ 環境技術無償案件の内容とタイミング プログレス報告書、環境技術無償案件の関
連報告書、モニタリング報告書、ロジェクト
年次計画書と年次報告書、専門家・CP、環
境無償案件関係者

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

バングラデシュ側が行っている他の調査、プロジェクトとの連携は
効果的か？

アミンバザールLFの内容とタイミング 組織図、データの交換状
況、会議等の実施状況

プログレス報告書、DCCの関連報告書、専
門家・CP、アミンバザールLFの関係者

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

他ドナーが行っている他の調査、プロジェクトとの連携は効果的
か？

他ドナーが行っている調査やプロジェクトの内容及とタイミング プログレス報告書、DCCの関連報告書、専
門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

6. 他の調査、プロジェクト等と
の連携

5. 関係者との関わり方
（コミュニケーション）



バングラデシュ側から必要な予算・人員・機材等が手当てされて
いるか？

バングラデシュ側の予算・人員配置状況 インセプション、プログレス報告書、モニタリング
報告書、投入実績表、専門家・CP、バングラデ
シュ側関係機関職員

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

ＣＰの配置は適切だったか？ 配置されたCPの人数・専門分野・レベル・ポジションなど
投入実績表
専門家・CP

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

CPのプロジェクトへの参加度は高いか？ 従事時間、CPの上司の理解度、コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の
対応状況、共同で取り組む課題の解決方法、信頼関係の確立、CPの主体性・参
加意識

インセプション、プログレス報告書、モニタリング
報告書、投入実績表、専門家・CP、バングラデ
シュ側関係機関職員

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

バングラデシュ側責任者（プロジェクト責任者、DCC(MWD)責任
者、関係機関の責任者）のプロジェクトマネージメントへの参加の
度合いは適切か？

バングラデシュ側責任者の意識と参加度合い インセプション、プログレス報告書、モニタリング
報告書、専門家・CP、バングラデシュ側関係機
関職員

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

業務実施型による案件実施に何か課題はあったか？ 実施方法、計画変更時の対応状況、共同で取り組む課題の解決方法、信頼関係
の確立

インセプション、プログレス報告書、モニタリング
報告書、専門家・CP、バングラデシュ側関係機
関職員

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

その他、プロジェクトの実施過程で生じた問題や、効果発現に影
響を与えた問題はあるか？　その原因は何か？　どうやって克服
したか？

これまでプロジェクトの実施過程で提示された問題点と原因、およびその対処の
状況

プログレス報告書、モニタリング報告書、専門
家・CP、バングラデシュ側関係機関職員

資料レビュー
質問票調査
聞き取り

7. オーナーシップ

8. その他
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